


(1）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況 

  

当連結会計年度の業績は、総じて堅調に推移しました。世界的かつ急速な景気の悪化によってコールセンターのアウトソー

シング需要も鈍化の動きが見られたほか、通信端末価格の引き上げによって販売台数が落ち込んだ移動体通信向け需要の

減少や低採算業務からの撤退などマイナス要因は少なくなかったものの、前連結会計年度から継続していた期間限定の大型

スポット業務や新規業務の受託によってその減少分を補うことができました。さらに平成20年11月に店頭営業支援業務を行う

㈱エニー(以下、エニー) を買収し、同社売上高が同年12月から当社グループの業績に加わったことから、連結売上高は

70,519百万円(前年比6.8%増)となりました。 

一方、収益面では、のれんの償却負担を考慮するとエニーの当社連結収益への寄与は些少でありましたが、既存業務にお

いて当社は離職率の一段の低減や生産性の向上に努めた結果、エニーを除く当社グループ売上高の状況を映して、連結経

常利益は8,830百万円(同1.1%増)、連結当期純利益は5,081百万円(同 0.5%増)と堅調な業績を保ちました。 

  

テレマーケティング業務収入 

インバウンドサービス 

インバウンドサービスは、景気の急速な悪化による国内消費および投資需要の鈍化に伴って、コールセンターの新設、拡大

計画の凍結などが見られたものの、既存顧客企業向けコールセンターは総じて底堅く推移したほか、移動体通信向け需要の

減少分をコールセンターの拡大を図る一部顧客企業の需要増によってカバーし、全体としては堅調に推移しました。以上の結

果、同サービスの売上高は38,756百万円(同2.0%増)となりました。 

  

アウトバウンドサービス 

アウトバウンドサービスは、金融向けマーケティング需要は減退したものの、その一方で通信向けのマーケティング需要が一

段の拡大を見せたほか、官公庁業務の民間委託の拡大を背景にコールセンターを活用した告知業務などが増加し、売上高が

大きく拡大いたしました。以上の結果、同サービスの売上高は12,060百万円(同26.6%増)となりました。 

  

テレマーケティング関連サービス 

テレマーケティング関連サービスは、金融業界コールセンターに向けた人材派遣需要は総じて堅調を保ったものの、その一

方で移動体通信向けが通信端末の価格の引き上げなどの要因により機種変更や買い替え需要が縮小したことを受けて、デー

タ登録業務を主体とするバックオフィス需要が減少しました。以上の結果、同サービスの売上高は17,443百万円(同5.8%減)とな

りました。 

  

その他の収入および商品販売業務 

同業務は従来業務に大きな変化は見られず売上高も小額に止まりましたが、平成20年11月に買収した店頭営業支援事業

を営むエニーの4ヶ月分の売上高が加わったことにより、前年比で急増しました。以上の結果、同事業の売上高は2,258百万円

(同134倍)となりました。 

  

② 次期(平成22年3月期)の見通し 

次期見通しにつきましては、平成20年11月に買収いたしました㈱エニー（現・㈱アイヴィジット）の売上高が通期で寄与するも

のの、当期業績に大きく貢献した期間限定の大型スポット業務が剥落すること、また子会社で業務量の減少が見込まれること、

昨年度内定した新規大型案件が凍結となったことなどの理由からエニー分を除く、比較可能な部分の売上高は減収となる見

込みです。 

また、上記エニーの現時点における利益見通しはのれんの償却を考慮すると未だアイヴィジットとの経営統合効果等による

収益貢献が見込めない状況にあること、大型スポット需要剥落に伴って人員・設備の稼働率が低下すること、また内部統制費

用やシステム保守費用の増加もあり、減益となる見込みであります。 

以上の経営環境を鑑み、次期の連結売上高は73,000百万円（前年比3.5％増）、同経常利益は7,050百万円（同20.2％減）、

同当期純利益は4,100百万円（同19.3％減）となる見込みです。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して836百万円増加し、5,131百万円と

なりました。これは主として、前年比で、法人税等の支払額が増加したものの、たな卸資産や売上債権、仕入債務
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が減少したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって使用したキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して1,778百万円減少し、829百万円と

なりました。これは主として、前年比で、資金運用を目的とした貸付金の貸付や投資有価証券の取得が減少したこ

となどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によって使用したキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して190百万円減少し、1,845百万円と

なりました。これは主として、前年比で、自己株式の取得による支出が減少したことなどによるものです。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は期首に比べ2,456百万円増加し、7,708百万円となりました。 

② キャッシュ・フロー指標のトレンド 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

当社グループは有利子負債を保有しておりませんので、債務償還年数、インタレスト・カバレッジ・レシオにつ

いては記載を省略しております。 

株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、中長期的に予想される事業環境の変化に対応し、更なる成長に向けた必要資金を内部留保によって賄い得る、ま

たお客様企業が安心して当社に業務を委託し得る強固な財務基盤財務基盤を構築しつつ、同時に当社をご支援いただいて

いる株主の皆様の置かれた環境に配慮しながら、利益還元を行っていく方針であります。 

当期は平成18年4月26日に公表いたしました中期配当政策（平成19年3月期は連結配当性向25％、平成20年3月期 同

30％、平成21年3月期 同35％）の最終年度にあたりますが、その公約の通り、通期の一株当たり配当金額を連結配当性向

36.0％にあたる53円(第2四半期期末 22円、期末31円)とし、来る定時株主総会へ付議することといたしました。 

また上記配当政策は当期で終了いたしますことから、本日次期中期配当政策を公表いたしました。同政策では当社グルー

プに大きな資金需要がないことを条件に、引き続き年5ポイントずつ連結配当性向を引き上げ、平成22年3月期は連結配当性

向40％、平成23年3月期は同45％、平成24年3月期は同50％を目指すものです。 

その初年度にあたる次期の一株当たり配当金は、予想連結配当性向40.3％にあたる48円（第2四半期末20円、期末28円）と

することを計画しております。 

 なお、平成21年３月31日現在の自己株式保有残高は320,348株となっております。 

(4）事業等のリスク 

 ① 通信向け売上高の変動 

 当社グループは、当連結会計年度における連結売上高の約29％を通信業界に依存しております。同業界におきまし

ては競争環境の急変、また顧客企業による政策的判断を主因として、当社グループへの業務委託量の変更が相当規模

で行われる可能性が常時存在しております。仮に急速な業務量の変更が行われた場合には、当社グループの収益も少

なからぬ影響を受けることとなります。 

  

② 大型スポット業務受託に伴う収益性の変動 

 当社グループの受託するサービスは、その多くが継続性のサービスでありますが、一定期間に限定した電話受発信

業務(以下「スポット業務」といいます)もまた例年発生しております。近年、企業にとってアウトソーシングが有力

な選択肢として認知されるに従い、スポット業務の受託規模も拡大する傾向を強めています。 

 当社がそのような大型スポット業務を受託した場合、一時的ではあるものの、売上高のみならず、当社人員及びス

ペースの稼働率向上から収益性が改善することがあります。また、大型スポット業務を受託した翌連結会計年度には

上記稼働率が通常レベルに回帰することによって、収益性の低下が起こる可能性があります。 

  

③ 社会保険制度の改定による収益性の低下 

 平成16年に改正された厚生年金保険法により、従来13.58％で固定されていた保険料率は平成29年9月にかけ、毎年

0.354％ずつ引き上げられ、その後は18.3％に固定されることが決定しております。厚生年金保険料は労使折半とな

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率（％）  73.4  74.0  76.4

時価ベースの自己資本比率（％）  298.2  294.3  156.4



っており、健康保険等も含めた社会保険料負担は当社の収益を徐々にではありますが、圧迫していく見通しです。 

 また当社グループではパートタイマーを積極的に活用しており、現在はその就業時間が正社員の３／４(週30時間)

以上の就業者が厚生年金加入対象者となっており、政府は平成23年度をめどに週20時間以上へと適用範囲を拡大する

方針ですが、様々な除外条件が付加されており、影響は避けられないものの、重大な負担増には至らないものと予想

しております。 

  

 ④ 機密漏洩事故の発生 

 コールセンターは各種情報が集積する場所であり、機密漏洩事故が発生するリスクに晒されております。当社グル

ープで機密漏洩事故が発生した場合、当該企業からの業務委託打切りや損害賠償請求、その他顧客企業の離反など当

社グループに少なからぬ損失が発生する可能性があります。 

 当社グループでは平成15年11月から12月にかけて国際情報セキュリティ管理規格及びプライバシーマークを取得

し、機密管理体制の再構築を行ったほか、平成18年９月に改編いたしました「セキュリティ・ガイドライン」に基づ

いた定期的な社内研修を通じて、機密管理体制の強化を図っております。また、各オペレーション・ブースの入口に

セキュリティ・ロックを設置するなど様々な物理的な機密漏洩防止策を講じておりますが、同リスクを完全に排除す

ることは極めて困難な状況です。 

  



 当企業集団は、当社と連結子会社４社（株式会社マックスコム、株式会社ベネコム、株式会社アイヴィジット、株式

会社エニー）、非連結子会社１社、持分法適用関連会社１社およびその他の関係会社である三井物産株式会社(東京都

千代田区、以下、三井物産)により構成されております。 

 三井物産は総合商社であり、当社の行うテレマーケティング事業との直接的な関係はありません。平成21年３月31日

現在、同社の議決権保有割合は34.4％であり、同社から非常勤取締役１名を受け入れております。 

 株式会社マックスコムは当社と同様のテレマーケティング業務を営んでおりますが、当社とは異なる特定企業を主要

なお客様企業とし、サービスの提供を行っております。 

また、株式会社エニーは店頭営業支援を行い、その売上高はその他の収入および商品販売業務に分類されておりま

す。  

  

 
  

  

２．企業集団の状況

会社名 住所 
資本金 

(百万円) 
主な事業内容 

議決権の所有割合

(％) 
関係内容 

 ㈱マックスコム  東京都渋谷区  150 テレマーケティング  100.0 役員の兼任 

㈱ベネコム  東京都渋谷区  50 テレマーケティング  100.0 営業上の取引  

㈱アイヴィジット  東京都渋谷区  90 テレマーケティング  100.0 役員の兼任 

 ㈱エニー 東京都港区  70
その他の収入およ

び商品販売  
 100.0 役員の兼任  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社は設立以来、「より豊かな情報化社会の実現に貢献するとともに、会社の発展を通じて株主の利益及び従業員

満足に寄与すること」を経営理念とし、当社利益の源泉はお客様企業であるという考えから顧客第一主義を掲げてお

ります。しかしながら、事業活動はお客様企業、株主、従業員、地域社会、取引先などステークホルダーの協業の上

に成り立っており、事業の持続的発展のためには経営陣が各ステークホルダーと可能な限りコミュニケーションを図

りながら信頼関係構築に努め、その利害バランスに十分な配慮を行っていくことが、当社の経営効率や安定に寄与

し、持続的な株主価値向上に資するものと考えております。 

(2）会社の対処すべき課題 

① 人材育成体制の強化 

当社グループが提供するサービスにおける競争力の根源はまさに人材であると考えております。人材の質を高め、その層の

厚みを高めていくことが、当社を選択していただいたお客様企業に対する当社の責務であり、今後さらに教育投資を強化して

いきたいと考えております。当期から将来の当社マネジメントを担える人材の育成を目的として、「もしもしカレッジ」を開講いた

しました。これは主に当社グループ正社員を対象としたものですが、正社員にとどまらず、当社サービスを提供する全てのスタ

ッフに対し、その技術や能力の向上に向けた仕組みの構築を行ってまいります。 

  

② コスト競争力の強化 

先般の景気拡大局面において、人材需給は極度に逼迫し、当社の人的コストも上昇傾向を辿りました。コールセンターで活

躍するためには高いコミュニケーション能力と基礎学力、不測の事態への対応力といった様々な能力が要求され、経済環境が

悪化した現在においても人材の余剰感は強いとはいえません。 

しかしながら、お客様企業は総じて厳しい経営環境と対峙されていることから、当社といたしましても、再度コスト構造をゼロ

ベースで見直し、経済環境に合わせた価格競争力の向上に努めていく方針です。 

  

③ 新規事業領域への投資強化 

わが国は高齢化の途上にあり、わが国においてビジネスを行っていく以上、引き続き様々な局面においてコスト削減、生産

性の向上が求められていくものと考えられます。コールセンターの導入及びそのアウトソーシングは企業活動の顧客サービス

部門の生産性を高める有力な手法でありますが、当社では他のビジネス・プロセスにおいても同様のニーズが拡大を続けるも

のと予測しております。 

当社といたしましては、コールセンター市場にとどまらず、また海外市場も含め、M&Aも視野に入れた様々なビジネス・プロセ

ス・アウトソーシング市場への進出を試みていく方針です。 

３．経営方針



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 8,641,091 8,698,653

減価償却費 389,691 440,036

のれん償却額 4,583 47,074

引当金の増減額（△は減少） △42,783 △124,678

受取利息及び受取配当金 △110,325 △143,334

支払利息 － 96

持分法による投資損益（△は益） 262 10,702

投資有価証券評価損益（△は益） － 50,099

固定資産売却損益（△は益） △3,985 －

固定資産除却損 28,435 50,219

売上債権の増減額（△は増加） △805,500 850,010

たな卸資産の増減額（△は増加） △955,190 △426,330

仕入債務の増減額（△は減少） 369,153 △187,733

未払金の増減額（△は減少） 198,603 △86,926

その他 △376,251 △209,261

小計 7,337,783 8,968,628

利息及び配当金の受取額 105,682 145,584

利息の支払額 － △96

法人税等の支払額 △3,148,372 △3,982,981

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,295,093 5,131,135

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △639,079 △417,776

無形固定資産の取得による支出 △61,147 △22,311

有形固定資産の売却による収入 29,500 －

投資有価証券の取得による支出 △914,566 △77,308

関係会社株式の取得による支出 － △45,084

関係会社株式の売却による収入 － 32,760

敷金及び保証金の差入による支出 △343,583 △266,320

敷金及び保証金の回収による収入 58,756 261,997

定期預金の預入による支出 △500,000 △500,000

長期貸付けによる支出 △4,400,000 △2,200,000

長期貸付金の回収による収入 － 2,200,000

短期貸付金の増減額（△は増加） 4,200,000 500,000

投資有価証券の売却による収入 － 74,808

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ ※2  △298,688

その他 △37,868 △71,398

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,607,989 △829,323



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △679,531 △279,637

ストックオプションの権利行使による収入 232,297 159,479

配当金の支払額 △1,588,526 △1,724,604

その他 － △567

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,035,759 △1,845,330

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △348,655 2,456,482

現金及び現金同等物の期首残高 5,584,046 ※1  5,252,319

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 16,928 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  5,252,319 ※1  7,708,801



 該当事項はありません。 

   

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数…３社 

主要な連結子会社の名称 

㈱マックスコム 

㈱ベネコム 

㈱アイヴィジット 

 ㈱ベネコムについては、重要性が増加

したことから、また、㈱アイヴィジット

については新たに設立したことから、当

連結会計年度において新たに連結の範囲

に含めております。 

 なお、㈱ベネコムは平成19年４月１日

付けで、㈱プライムコミュニケーション

システムズが商号変更したものでありま

す。 

(1）連結子会社の数…４社 

主要な連結子会社の名称 

㈱マックスコム 

㈱ベネコム 

㈱アイヴィジット 

㈱エニー 

 ㈱エニーについては、新たに株式を取

得したため、当連結会計年度において新

たに連結の範囲に含めております。 

 なお、㈱エニーは平成20年11月に株式

を取得しているため、損益については平

成20年12月から平成21年３月までの４ヶ

月間を連結しております。 

  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱ビジネスプラス 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱ビジネスプラス 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同   左 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

該当する事項はありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同   左 

  (2）持分法適用の関連会社数…1社 

主要な関連会社の名称 

 ㈱アスペイワーク 

(2）持分法適用の関連会社数…1社 

主要な関連会社の名称 

 ＭＯＣＡＰ Ｌimited  

 なお、ＭＯＣＡＰ Ｌimitedは新た

に株式を取得したため当連結会計年度

より持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

 また、㈱アスペイワークは株式を売

却したため持分法の適用範囲から除外

しております。  



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (3）主要な持分法を適用しない非連結子会

社の名称等 

 持分法を適用していない非連結子会社

１社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。 

(3）主要な持分法を適用しない非連結子会

社の名称等 

同   左 

  

  (4）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、連結

財務諸表の作成にあたり、連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

(4）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社

の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結決算日と一致しております。 連結決算日と一致しております。 

 なお、㈱エニーの決算期は当連結

会計年度において、１月末から３月

末へ決算期変更を行っております。  

４．会計処理基準に関する事

項 ①有価証券 ①有価証券 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

時価のないもの 

同   左 

  

  ②棚卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

②棚卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。 

  貯蔵品 

移動平均法による原価法 

貯蔵品 

同   左 

    

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響

はありません。  



  

  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 ①有形固定資産 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 建物 ３～15年 

 器具及び備品 ４～８年 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 建物 ３～15年 

 器具及び備品 ４～８年 

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。 

 これによる営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽

微であります。 

────── 

  

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽

微であります。 

────── 

  

  ②無形固定資産 

定額法 

 なお、のれんについては５年間の均等

償却、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 自社利用のソフトウエアについては、

社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。 

  ────── 

  

③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。   

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同   左 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

同   左 

  ③役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、支給見

込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

同   左 

  ④退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、当社の当連結会計年度末における

年金資産が退職給付債務を超過したため、

その超過額を前払年金費用として投資その

他の資産の「その他」に含めて計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間(14年)で定額法により処

理しております。数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

 連結子会社は退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。 

④退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間(14年)で定額法により処

理しております。数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

 連結子会社は退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。 

 なお、当社は平成18年６月22日開催の定

時株主総会において役員退職慰労金制度の

廃止に伴う打切り支給が決議されました。

 したがって、当連結会計年度末における

役員退職慰労引当金残高は、当該決議以前

から在任している役員に対する要支給額で

あります。 

⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の連結子会社は役員の退職

慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

 なお、当社は平成18年６月22日開催の定

時株主総会において役員退職慰労金制度の

廃止に伴う打切り支給が決議されました。

 したがって、当連結会計年度末における

役員退職慰労引当金残高は、当該決議以前

から在任している役員に対する要支給額で

あります。 



  

  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同   左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同   左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間で均等償却しております。な

お、金額的重要性がない場合には、発生し

た連結会計年度の損益として処理すること

としております。 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、その効果の発現する期間を個別に見積

もり、20年以内の合理的な年数で均等償却

しております。 なお、金額的重要性がな

い場合には、発生した連結会計年度の損益

として処理することとしております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同   左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（リース取引に関する会計基

準） 

――――――    所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、

当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。  

 これによる営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。  



  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (連結貸借対照表） 

―――――― 

  (連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「仕掛品」「貯蔵品」に区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「仕掛品」「貯蔵品」は、それぞれ1,597,609千円、

18,569千円であります。 

(連結損益計算書) (連結損益計算書) 

 「受取利息」は、前連結会計年度まで営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取利息」の金額は

13,768千円であります。 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「株式交付

費」（当連結会計年度は1,045千円）は営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示することにしました。 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「持分法に

よる投資損失」（当連結会計年度は262千円）は営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することにしました。 

 「解約違約金」は、前連結会計年度まで特別損失の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいて特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。 

 なお、前連結会計年度における「解約違約金」の金額は

113千円であります。 

 「持分法による投資損失」は、前連結会計年度まで営業

外費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において営業外費用の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「持分法による投資損

失」の金額は262千円であります。 

「投資事業組合運用損」は、前連結会計年度まで営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「投資事業組合運用損」

の金額は1,021千円であります。 

  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券(株式) 千円68,136 投資有価証券(株式) 千円77,790



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給与手当  1,009,677千円 

臨時勤務者給与手当    547,731千円 

賞与引当金繰入額    238,543千円 

役員賞与引当金繰入額     55,000千円 

貸倒引当金繰入額     4,939千円 

退職給付費用     27,999千円 

従業員給与手当  1,319,981千円 

臨時勤務者給与手当    589,326千円 

賞与引当金繰入額    243,132千円 

役員賞与引当金繰入額     50,591千円 

貸倒引当金繰入額      2,752千円 

退職給付費用     43,652千円 

※２ 固定資産売却益3,985千円は、建物及び土地の売却

によるものであります。 

―――――― 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物     17,138千円 

器具及び備品     10,348千円 

ソフトウエア        735千円 

その他無形固定資産        214千円 

賃借建物原状回復費用等     25,763千円 

計     54,198千円 

建物     21,342千円 

器具及び備品     27,572千円 

ソフトウエア      1,304千円 

賃借建物原状回復費用等     44,884千円 

計    95,104千円 

※４  減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、事業用資産については事業所を基

準としてグルーピングを行っております。 

 このうち、営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（24,719千円）として特別損失に計上しました。 

その内訳は、ソフトウエア441千円及びリース資産

24,277千円であります。 

 当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可

能価額は使用価値であります。なお、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため具体的な割引率の算

定はしておりません。 

場所 用途 種類 

 福岡県北九州

市 

 テレマーケテ

ィング事業 

 ソフトウエア

及びリース資

産 

※４  減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、事業用資産については事業所を基

準としてグルーピングを行っております。 

 このうち、営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,199千円）として特別損失に計上しました。 

 当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可

能価額は使用価値であります。なお、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため具体的な割引率の算

定はしておりません。 

場所 用途 種類 

 福岡県北九州

市 

 テレマーケテ

ィング事業 
建物 



 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加17,375,760株は、株式分割（１：２）による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加265,387株は、株式分割（１：２）による増加136,100株、平成19年５月

11日の取締役会決議に基づく市場買付けによる増加129,250株及び単元未満株式の買取りによる増加37株、また

減少71,700株は、ストックオプションの権利行使による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

―

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注）１  17,375,760  17,375,760  ―  34,751,520

合計  17,375,760  17,375,760  ―  34,751,520

自己株式         

普通株式 （注）２  78,528  265,387  71,700  272,215

合計  78,528  265,387  71,700  272,215

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  1,037,833  60 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

平成19年11月２日 

取締役会 
普通株式  551,152  32 平成19年９月30日 平成19年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  965,420  利益剰余金  28 平成20年３月31日 平成20年６月23日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加150,133株は、平成20年５月14日の取締役会決議に基づく市場買付けによる

増加150,000株及び単元未満株式の買取りによる増加133株、また減少102,000株は、ストックオプションの権利行

使による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  34,751,520                   34,751,520

合計  34,751,520              34,751,520

自己株式         

普通株式 （注）  272,215  150,133  102,000  320,348

合計  272,215  150,133  102,000  320,348

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  965,420  28 平成20年３月31日 平成20年６月23日 

平成20年11月５日 

取締役会 
普通株式  760,668  22 平成20年９月30日 平成20年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  1,067,366  利益剰余金  31 平成21年３月31日 平成21年６月24日



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定   5,252,319千円 

現金及び現金同等物   5,252,319千円 

現金及び預金勘定   8,408,801千円 

預入期間が３か月を超える

定期預金 

△700,000千円 

現金及び現金同等物   7,708,801千円 

────── 

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱エニーを連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株式

の取得価額と同社取得のための支出（純額）との関係

は次のとおりであります。 

   （千円） 

  

 流動資産  1,052,255 

 固定資産  112,405 

 のれん  423,672 

 流動負債  △917,022 

 固定負債  △19,190 

 同社株式の取得価額  652,121 

 同社現金及び現金同等物  △353,432 

差引：同社取得のための支出 298,688 



（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

有形固定資産 

 事務機器（有形固定資産「工具、器具及び備品」）

であります。 

②リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

減損損失累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

建   物  21,770  10,324  1,662  9,783

器具及び
備品  330,380  213,656  21,965  94,758

ソフトウ
エア  48,281  35,552  ―  12,729

合計  400,432  259,533  23,628  117,270

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

減損損失累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

建  物  17,880  11,780     ―  6,100

器具及び
備品  230,063  187,779     ―  42,283

ソフトウ
エア  27,349  25,111     ―  2,237

合計  275,293  224,671     ―  50,621

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

リース資産減損勘定の残高      23,628千円 

１年内       85,688千円

１年超       59,109千円

合計      144,798千円

リース資産減損勘定の残高          －千円 

１年内       30,616千円

１年超       21,720千円

合計       52,336千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料       93,309千円

リース資産減損勘定の取崩額           －千円

減価償却費相当額       88,654千円

支払利息相当額       4,370千円

減損損失       23,628千円

支払リース料       88,079千円

リース資産減損勘定の取崩額       23,628千円

減価償却費相当額       83,629千円

支払利息相当額        2,461千円

減損損失           －千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 



１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について50,099千円減損処理を行っております。 

 なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、財政状態の悪化があり、かつ１株あたり純資産額が取得原価に比

し50％以上下落した場合は減損処理としますが、個別に回収可能性を判断し、最終的に減損処理の要否を決定して

おります。 

  

（有価証券関係）

  種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円）

取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式  31,691  60,962  29,271  10,560  11,433  873

(2）債券             

① 国債・地方債等  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

② 社債  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

③ その他  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

(3）その他  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

小計  31,691  60,962  29,271  10,560  11,433  873

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式  814,566  688,974  △125,592  835,697  626,789  △208,908

(2）債券             

① 国債・地方債等  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

② 社債  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

③ その他  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

(3）その他  ―  ―  ―     ―     ―     ― 

小計  814,566  688,974  △125,592  835,697  626,789  △208,908

合計  846,257  749,936  △96,320  846,257  638,222  △208,034

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 74,808 ―  2,500

種類 
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券     

非上場株式  144,900  94,800

その他  98,921  95,197



前連結会計年度（自 平成19年４月1日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月1日

至 平成21年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。 

なお、平成７年３月より従業員退職金の25%について適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成10

年９月より適格退職年金制度への移行割合を25％から50％に引き上げました。この移行割合は平成13年４月

より100％に引き上げました。さらに、上記制度に加え、確定拠出年金制度を平成14年４月より導入してお

ります。 

また、一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けております。なお、同制度に加え、確定拠出年金制度

を平成18年10月より導入しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度

（平成21年３月31日） 

(1) 退職給付債務（千円）  △529,563  △577,215

(2) 年金資産（千円）  341,303  313,646

(3) 未積立退職給付債務 (1)＋(2)（千円）  △188,259  △263,569

(4) 未認識数理計算上の差異（千円）  138,154  189,068

(5) 未認識過去勤務債務（千円）  △19,175  △16,403

(6) 貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5) 

（千円） 
 △69,280  △90,903

(7) 前払年金費用（千円）  4,448     ― 

(8) 退職給付引当金 (6)－(7)（千円）  △73,729  △90,903

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

退職給付費用（千円）  83,525  118,701

(1）勤務費用（千円）  60,378  63,385

(2）利息費用（千円）  7,782  9,116

(3）期待運用収益（減算）（千円）  △32,227  △26,485

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円）  △2,772  △2,772

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  4,510  28,459

(6）確定拠出年金への掛金（千円）  45,853  46,997



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度

（平成21年３月31日） 

(1）割引率（％）  2.0  2.0

(2）期待運用収益率（％）  8.7  7.7

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の処理年数（年）  14  14

(5）数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度から10年 

（定率法） 

翌連結会計年度から10年 

（定率法） 

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

繰延税金資産(流動資産)   

賞与引当金 297,336

未払事業税 190,967

未払事業所税 43,685

未払法定福利費 42,004

減価償却超過額 25,493

その他 19,629

計 619,117

繰延税金資産(固定資産)   

退職給付引当金 30,000

減価償却超過額 102,414

役員退職慰労引当金 42,040

その他有価証券評価差額金 39,216

その他 33,340

計 247,012

繰延税金負債(固定負債)   

圧縮積立金 △479

計 △479

繰延税金資産の純額 865,650

繰延税金資産(流動資産)   

賞与引当金 275,231

未払事業税 158,007

未払事業所税 46,027

未払法定福利費 38,908

減価償却超過額 30,352

その他 38,716

計 587,243

繰延税金資産(固定資産)   

退職給付引当金 37,072

減価償却超過額 78,845

役員退職慰労引当金 23,414

その他有価証券評価差額金 85,069

その他 35,710

計 260,113

繰延税金負債(固定負債)   

圧縮積立金 △326

計 △326

繰延税金資産の純額 847,030



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

テレマーケティング事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の

金額及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）  

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1)当社業務の提供については、市場価格、総原価を勘案した当社希望価格を提示し、交渉を行い、一

般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2)商品仕入、事務消耗品及び設備の購入については、市場価格を勘案の上、価格交渉を行い一般取引

先の条件と同様に決定しております。 

(3)関連当事者の営業協力により成約し、成約後も継続的な営業協力の対価としての販売手数料の料率

については、当該業務の採算を検証し、交渉の上で料率を決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

(3）子会社等 

該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

なお、取引額に変動が無い場合は、取引金額等の記載を省略しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

貸付金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

その他の関

係会社 

三井物産

㈱ 

東京都 

千代田区 
 337,543 総合商社 

被所有

直接 34.4 
兼務2名

テレマ

ーケテ

ィング

業務の

提供及

び商品

等の仕

入並び

に販売 

テレマーケテ

ィング業務の

提供 
 3,120 売掛金 ―

販売手数料、

事務消耗品

費、外注費、

出向料及びそ

の他 

 70,961 未払金 6,892

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

その他の関

係会社の子

会社 

三井物産

フィナン

シャルサ

ービス㈱ 

東京都 

千代田区 
 2,000
ノンバン

ク 
― ― ―

資金の貸付  3,200,000

短期貸付金 3,800,000

一年以内回収予

定長期貸付金 
2,200,000

長期貸付金 5,000,000

受取利息  83,138 未収収益 3,269



  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）  

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。 

 この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引が開示対象

に追加されております。 

  

 １．関連当事者との取引 

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

   

(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等  

 （注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。 

なお、取引額に変動が無い場合は、取引金額等の記載を省略しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1)当社業務の提供については、市場価格、総原価を勘案した当社希望価格を提示し、交渉を行い、一般

取引先の条件と同様に決定しております。 

(2)商品仕入、事務消耗品及び設備の購入については、市場価格を勘案の上、価格交渉を行い一般取引先

の条件と同様に決定しております。 

(3)関連当事者の営業協力により成約し、成約後も継続的な営業協力の対価としての販売手数料の料率に

ついては、当該業務の採算を検証し、交渉の上で料率を決定しております。 

(4)貸付金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 
三井物産㈱ 

東京都 

千代田区 
 339,626 総合商社 

（被所有）

直接 34.4 

テレマーケテ

ィング業務の

提供及び商品

等の仕入並び

に販売 

テレマーケティ

ング業務の提供 
 730 売掛金  ―

販売手数料、事

務消耗品費、外

注費、出向料及

びその他 

 38,520 未払金 2,771

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

（千円） 

その他の

関係会社

の子会社 

三井物産フィ

ナンシャルサ

ービス㈱ 

東京都 

千代田区 
 2,000 ノンバンク ― ―

資金の貸付  2,200,000

短期貸付金 3,800,000

1年内回収予

定長期貸付金
4,600,000

長期貸付金 2,600,000

受取利息  95,918 未収収益 1,200



（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会  

社等 

 （注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

貸付金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

 ２．親会社又は重要な重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

（千円） 

その他の関

係会社の子

会社 

三井物産フ

ィナンシャ

ルサービス

㈱ 

東京都 

千代田区 
 2,000 ノンバンク ― ―

資金の貸付 ― 長期貸付金 1,200,000

受取利息  18,517 未収収益 2,675



 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社は、平成20年２月１日付で普通株式１株につき２

株の割合で株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額         759.24円 

１株当たり当期純利益金額       146.52円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
      145.99円 

１株当たり純資産額         671.89円 

１株当たり当期純利益金額       124.66円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
      124.07円 

  

１株当たり純資産額          852.32円 

１株当たり当期純利益金額          147.10円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
         146.72円 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  5,054,298  5,081,468

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円）  5,054,298  5,081,468

期中平均株式数（株）  34,495,460  34,544,753

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  ― ― 

普通株式増加数（株）  125,170  88,091

（うち新株予約権によるストックオプショ

ン） 
 (125,170)  (88,091)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――― 

  

――― 



  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．自己株式の取得 

 平成20年５月14日開催の当社取締役会において、経営環

境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のため、自己

株式を取得することを決議いたしました。 

 決議の内容は、以下のとおりであります。 

(１)取得する株式の種類 

 普通株式 

(２)取得する株式の総数 

 15万株（上限） 

 (発行済株式総数に対する割合 0.43%) 

(３)株式の取得価額の総額 

 ５億円(上限) 

(４)自己株式買受けの日程 

 平成20年５月15日から平成21年３月25日まで 

(５)取得方法  

 市場買付け 

―――――― 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,688,909 5,725,568

売掛金 7,364,143 6,644,799

仕掛品 1,578,443 2,015,081

貯蔵品 17,831 17,166

前払費用 247,564 298,619

繰延税金資産 556,337 493,685

短期貸付金 3,800,000 3,800,000

1年内回収予定の長期貸付金 2,200,000 4,600,000

未収入金 277,297 232,863

その他 11,502 10,999

貸倒引当金 △13,308 △8,872

流動資産合計 19,728,721 23,829,911

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,278,999 1,420,868

減価償却累計額 △616,668 △693,657

建物（純額） 662,330 727,210

工具、器具及び備品 1,989,814 1,932,747

減価償却累計額 △1,428,690 △1,417,851

工具、器具及び備品（純額） 561,123 514,895

土地 30,454 30,454

有形固定資産合計 1,253,909 1,272,560

無形固定資産   

電話加入権 37,369 37,369

ソフトウエア 94,885 79,463

無形固定資産合計 132,255 116,832

投資その他の資産   

投資有価証券 993,758 828,219

関係会社株式 492,413 1,150,619

長期貸付金 5,000,000 2,600,000

従業員長期貸付金 3,448 2,836

長期前払費用 2,134 2,501

繰延税金資産 215,528 222,778

長期預金 1,100,000 900,000

敷金及び保証金 1,634,412 1,638,989

保険積立金 615,234 674,624

その他 20,034 15,586

投資その他の資産合計 10,076,965 8,036,155

固定資産合計 11,463,130 9,425,549

資産合計 31,191,851 33,255,460



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 964,933 914,988

未払金 3,494,596 3,625,242

未払法人税等 2,031,923 1,651,851

未払消費税等 456,419 468,403

前受金 63,909 61,046

預り金 88,339 71,206

賞与引当金 680,000 582,000

役員賞与引当金 55,000 50,000

その他 34,062 15,967

流動負債合計 7,869,184 7,440,706

固定負債   

役員退職慰労引当金 103,319 53,668

退職給付引当金 － 5,865

その他 21,705 －

固定負債合計 125,024 59,534

負債合計 7,994,209 7,500,240

純資産の部   

株主資本   

資本金 998,256 998,256

資本剰余金   

資本準備金 1,202,750 1,202,750

その他資本剰余金 8,215 －

資本剰余金合計 1,210,966 1,202,750

利益剰余金   

利益準備金 127,000 127,000

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 1,358 925

別途積立金 16,348,300 18,648,300

繰越利益剰余金 5,164,488 5,554,013

利益剰余金合計 21,641,147 24,330,238

自己株式 △595,565 △652,026

株主資本合計 23,254,804 25,879,217

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △57,162 △123,997

評価・換算差額等合計 △57,162 △123,997

純資産合計 23,197,641 25,755,220

負債純資産合計 31,191,851 33,255,460



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

テレマーケティング業務収入 57,206,805 60,847,936

その他の収入及び商品売上 13,209 2,140

売上高合計 57,220,015 60,850,076

売上原価   

テレマーケティング業務収入原価 45,927,908 49,111,472

その他の原価及び商品売上原価 10,813 1,718

売上原価合計 45,938,721 49,113,190

売上総利益 11,281,293 11,736,885

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 48,326 45,775

貸倒引当金繰入額 4,698 －

役員報酬 124,062 117,926

従業員給与手当 827,765 986,458

臨時勤務者給与手当 503,030 521,879

従業員賞与 177,569 192,480

賞与引当金繰入額 203,490 197,713

役員賞与引当金繰入額 55,000 50,000

退職給付費用 18,709 33,736

法定福利費 244,776 261,828

福利厚生費 105,056 95,897

旅費及び交通費 117,575 120,136

通信費 111,955 113,889

外注費 345,793 273,184

租税公課 272,203 288,196

家賃 337,880 345,710

減価償却費 96,425 94,049

支払リース料 4,108 3,060

事務用消耗品費 65,807 54,224

支払手数料 196,098 247,142

その他 229,778 238,681

販売費及び一般管理費合計 4,090,114 4,281,971

営業利益 7,191,179 7,454,914



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業外収益   

補助金収入 176,085 140,863

受取利息 85,914 100,940

受取手数料 23,412 25,010

受取保険配当金 1,751 4,388

その他 11,426 42,922

営業外収益合計 298,590 314,125

営業外費用   

株式交付費 1,045 749

株式分割費用 3,423 －

自己株式購入手数料 3,899 1,890

投資事業組合運用損 1,021 2,749

その他 273 791

営業外費用合計 9,662 6,180

経常利益 7,480,107 7,762,858

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 4,436

固定資産売却益 ※1  3,985 －

保険解約返戻金 － 19,617

特別利益合計 3,985 24,054

特別損失   

固定資産除却損 ※2  39,882 ※2  86,895

投資有価証券売却損 － 2,500

投資有価証券評価損 － 50,099

関係会社株式売却損 － 6,240

減損損失 ※3  24,719 ※3  1,199

解約違約金 18,817 14,671

特別損失合計 83,419 161,605

税引前当期純利益 7,400,673 7,625,306

法人税、住民税及び事業税 3,127,817 3,053,390

法人税等調整額 △52,707 101,255

法人税等合計 3,075,110 3,154,645

当期純利益 4,325,562 4,470,661



１)テレマーケティング業務収入原価 

２)その他の原価及び商品売上原価 

  

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費           

１．従業員給与手当    1,963,501    1,939,087   

２．臨時勤務者給与手当    28,546,269    29,843,926   

３．賞与引当金繰入額    476,509    379,101   

４．その他    3,362,646    3,692,300   

労務費計    34,348,926  73.3  35,854,416  72.4

Ⅱ 外注費    7,298,320  15.6  8,453,924  17.0

Ⅲ 経費           

１．通信費    944,278    1,104,345   

２．家賃    1,682,198    1,941,931   

３．減価償却費    270,333    318,533   

４．支払リース料    82,341    63,023   

５．その他    2,251,555    1,811,935   

経費計    5,230,708  11.1  5,239,769  10.6

合計    46,877,954  100.0  49,548,110  100.0

期首仕掛品    628,397    1,578,443   

期末仕掛品    1,578,443    2,015,081   

テレマーケティング業務
収入原価計    45,927,908    49,111,472   

    
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 広告取扱仕入高    1,058  9.8 ―    ―

Ⅱ その他    9,754  90.2  1,718  100.0

その他の原価及び商品売
上原価計    10,813  100.0  1,718  100.0



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 998,256 998,256

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 998,256 998,256

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,202,750 1,202,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,202,750 1,202,750

その他資本剰余金   

前期末残高 74,944 8,215

当期変動額   

自己株式の処分 △66,728 △8,215

当期変動額合計 △66,728 △8,215

当期末残高 8,215 －

資本剰余金合計   

前期末残高 1,277,694 1,210,966

当期変動額   

自己株式の処分 △66,728 △8,215

当期変動額合計 △66,728 △8,215

当期末残高 1,210,966 1,202,750

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 127,000 127,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 127,000 127,000

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,994 1,358

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △636 △433

当期変動額合計 △636 △433

当期末残高 1,358 925

別途積立金   

前期末残高 14,348,300 16,348,300



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

別途積立金の積立 2,000,000 2,300,000

当期変動額合計 2,000,000 2,300,000

当期末残高 16,348,300 18,648,300

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,427,275 5,164,488

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 636 433

別途積立金の積立 △2,000,000 △2,300,000

剰余金の配当 △1,588,986 △1,726,089

当期純利益 4,325,562 4,470,661

自己株式の処分 － △55,480

当期変動額合計 737,212 389,524

当期末残高 5,164,488 5,554,013

利益剰余金合計   

前期末残高 18,904,570 21,641,147

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,588,986 △1,726,089

当期純利益 4,325,562 4,470,661

自己株式の処分 － △55,480

当期変動額合計 2,736,576 2,689,091

当期末残高 21,641,147 24,330,238

自己株式   

前期末残高 △215,060 △595,565

当期変動額   

自己株式の取得 △679,531 △279,637

自己株式の処分 299,026 223,176

当期変動額合計 △380,505 △56,461

当期末残高 △595,565 △652,026

株主資本合計   

前期末残高 20,965,461 23,254,804

当期変動額   

剰余金の配当 △1,588,986 △1,726,089

当期純利益 4,325,562 4,470,661

自己株式の取得 △679,531 △279,637

自己株式の処分 232,297 159,479

当期変動額合計 2,289,342 2,624,413

当期末残高 23,254,804 25,879,217



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 26,398 △57,162

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △83,560 △66,835

当期変動額合計 △83,560 △66,835

当期末残高 △57,162 △123,997

評価・換算差額等合計   

前期末残高 26,398 △57,162

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △83,560 △66,835

当期変動額合計 △83,560 △66,835

当期末残高 △57,162 △123,997

純資産合計   

前期末残高 20,991,859 23,197,641

当期変動額   

剰余金の配当 △1,588,986 △1,726,089

当期純利益 4,325,562 4,470,661

自己株式の取得 △679,531 △279,637

自己株式の処分 232,297 159,479

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △83,560 △66,835

当期変動額合計 2,205,782 2,557,578

当期末残高 23,197,641 25,755,220



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

  (2)その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

(2)その他有価証券 

①時価のあるもの 

同  左 

  ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出

資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

②時価のないもの 

同  左 

  

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)仕掛品 

個別法による原価法 

(1)仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。  

  (2)貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2)貯蔵品 

同   左 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)について

は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物３～15年、器具及び備品４～８

年 

(1)有形固定資産 

同   左 

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

───── 

  



  

  

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   これによる営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。  

  

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。 

───── 

  

  (2)無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同  左 

４．繰延資産の処理方法 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

株式交付費 

同  左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同  左 

  (2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同  左 

  (3)役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額を計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

同  左 



項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、当事業年度末における年金資産

が退職給付債務を超過したため、その超

過額を前払年金費用として投資その他の

資産の「その他」に含めて計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間(14年)で定額法によ

り処理しております。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間(14年)で定額法によ

り処理しております。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

  (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額を計上

しております。 

 なお、当社は平成18年６月22日開催の定

時株主総会において役員退職慰労金制度の

廃止に伴う打切り支給が決議されました。

 したがって、当事業年度末における役員

退職慰労引当金残高は、当該決議以前から

在任している役員に対する要支給額であり

ます。 

(5)役員退職慰労引当金 

同  左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

───── 

  

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 



  

  

会計処理方法の変更

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（リース取引に関する会計基

準） 

―――――    所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、

当事業年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平

成19年３月30日改正））を適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。  

 これによる営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(損益計算書)            ――――― 

 「解約違約金」は、前事業年度まで特別損失の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度において

特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前事業年度における「解約違約金」の金額は113

千円であります。 

 

  



  

注記事項

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 固定資産売却益3,985千円は、建物及び土地の売却

によるものであります。 

――――― 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物      6,849千円 

器具及び備品      9,629千円 

ソフトウエア       735千円 

その他無形固定資産    214千円 

賃借建物原状回復費用等     22,453千円 

計     39,882千円 

建物     18,408千円 

器具及び備品     24,728千円 

ソフトウエア        652千円 

賃借建物原状回復費用等     43,105千円 

計     86,895千円 

※３  減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 当社は、事業用資産については事業所を基準として

グルーピングを行っております。 

 このうち、営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（24,719千円）として特別損失に計上しました。 

その内訳は、ソフトウエア441千円及びリース資産

24,277千円であります。 

 当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価

額は使用価値であります。なお、将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため具体的な割引率の算定はし

ておりません。 

場所 用途 種類 

 福岡県北九州

市 

 テレマーケテ

ィング事業 

 ソフトウエア

及びリース資

産 

※３  減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 当社は、事業用資産については事業所を基準として

グルーピングを行っております。 

 このうち、営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスとなっている資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,199千円）として特別損失に計上しました。 

 当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価

額は使用価値であります。なお、将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため具体的な割引率の算定はし

ておりません。 

場所 用途 種類 

 福岡県北九州

市 

 テレマーケテ

ィング事業 
 建物 



前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加265,387株は、株式分割（１：２）による増加136,100株、平成19年５月11日

の取締役会決議に基づく市場買付けによる増加129,250株及び単元未満株式の買取りによる増加37株、また減少71,700株

は、ストックオプションの権利行使による減少であります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加150,133株は、平成20年５月14日の取締役会決議に基づく市場買付けによる増

加150,000株及び単元未満株式の買取りによる増加133株、また減少102,000株は、ストックオプションの権利行使による

減少であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注）  78,528  265,387  71,700  272,215

合計  78,528  265,387  71,700  272,215

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注）  272,215  150,133  102,000  320,348

合計  272,215  150,133  102,000  320,348



－ 

  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引は通常の売買

取引に係る会計処理によっておりますが、当事業年度末

現在、該当するリース契約はありません。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

減損損失累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

建   物  21,770  10,324  1,662  9,783

器具及び
備品  299,384  203,154  21,965  74,263

ソフトウ
エア  43,295  31,562 －  11,732

合計  364,449  245,042  23,628  95,779

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

減損損失累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

建  物  17,880  11,780 －  6,100

器具及び
備品  206,173  178,223 －  27,949

ソフトウ
エア  27,349  25,111 －  2,237

合計  251,403  215,116 －  36,287

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内       78,578千円

１年超       44,363千円

合計      122,941千円

リース資産減損勘定の残高 千円23,628

１年内       25,842千円

１年超       11,747千円

合計       37,590千円

リース資産減損勘定の残高 －千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料       85,631千円

リース資産減損勘定の取崩額           －千円

減価償却費相当額       81,457千円

支払利息相当額       3,663千円

減損損失       23,628千円

支払リース料       80,442千円

リース資産減損勘定の取崩額       23,628千円

減価償却費相当額       76,472千円

支払利息相当額        1,935千円

減損損失           －千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 



前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

  （千円）

繰延税金資産（流動資産）   

賞与引当金 268,401

未払事業税 165,436

未払事業所税 39,670

未払法定福利費 38,559

減価償却超過額 25,358

その他 18,910

計 556,337

繰延税金資産（固定資産）   

減価償却超過額 101,711

役員退職慰労引当金 42,040

その他有価証券評価差額金 39,216

その他 33,039

計 216,007

繰延税金負債（固定負債）   

圧縮積立金 △479

計 △479

繰延税金資産の純額 771,865

  （千円）

繰延税金資産（流動資産）   

賞与引当金 228,209

未払事業税 140,239

未払事業所税 41,728

未払法定福利費 32,664

減価償却超過額 29,624

その他 21,219

計 493,685

繰延税金資産（固定資産）   

退職給付引当金  2,386

減価償却超過額 78,397

役員退職慰労引当金 21,837

その他有価証券評価差額金 85,069

その他 35,413

計 223,104

繰延税金負債（固定負債）   

圧縮積立金 △326

計 △326

繰延税金資産の純額 716,463



 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社は、平成20年２月１日付で普通株式１株につき２

株の割合で株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額         672.80円 

１株当たり当期純利益金額       125.40円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
      124.94円 

１株当たり純資産額         606.80円 

１株当たり当期純利益金額      106.72円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
      106.22円 

  

１株当たり純資産額          748.02円 

１株当たり当期純利益金額          129.42円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
         129.09円 

  
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  4,325,562  4,470,661

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円）  4,325,562  4,470,661

期中平均株式数（株）  34,495,460  34,544,753

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  ― ― 

普通株式増加数（株）  125,170  88,091

（うち新株予約権によるストックオプショ

ン） 
 (125,170)  (88,091)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

――― 

  

――― 



  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．自己株式の取得 

 平成20年５月14日開催の当社取締役会において、経営環

境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のため、自己

株式を取得することを決議いたしました。 

 決議の内容は、以下のとおりであります。 

(１)取得する株式の種類 

 普通株式 

(２)取得する株式の総数 

 15万株（上限） 

 (発行済株式総数に対する割合 0.43%) 

(３)株式の取得価額の総額 

 ５億円(上限) 

(４)自己株式買受けの日程 

 平成20年５月15日から平成21年３月25日まで 

(５)取得方法  

 市場買付け 

――――― 



(1）役員の異動 

 ①代表取締役の異動 

該当事項はありません。  

②その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

   岡﨑 靖（現 三井物産株式会社 情報産業本部ICTマーケティング事業部長 ） 

  （注） 岡﨑 靖氏は、社外取締役候補者であります。 

 ・退任予定取締役 

   藤田ひろみ 

   高橋 修 

 ・新任監査役候補 

   （常勤）中谷 光廣（現 三井物産株式会社 理事）  

 ・退任予定監査役 

   （常勤）東 光則 

 ③就任予定日 

 平成21年６月23日 

 以 上

  

６．その他
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